
熊本県球磨郡山江村

教育長 藤本誠一

「学校情報化先進地域」２０１６年認定
この賞は、日本教育工学協会(JAET)が，教育の情報化の推進を支援するために、

学校情報化診断システムを活用して、情報化の状況を自己評価し、総合的に情報
化を進めた地域を認定する学校情報化認定事業の取り組みの一部である。
学校情報化優良校として認定された学校のうち、「教科指導におけるICT活

用」「情報教育」「校務の情報化」に積極的に取り組んでいる地域を称え、学校
情報化先進地域として認定されるものである。

GIGAスクール構想による
ネットワークの強化、端末整備

～オンライン授業も素早く実現～

やまえくり平

山江村キャラクター



山江村紹介（位置）

面積：121.21㎢
人口：3.422人
令和２年５月１日現在



山江村紹介（特産物）

くりまんじゅう

栗（くり）



山江村の子育て

・子供の出生に対する祝い金…子供一人あたり
50,000円

・子供の就学に対する祝い金…子供一人あたり
30,000円

・子供の医療費に対する助成…高校生まで
自己負担額無料

・小中学校の給食費に対する助成
保護者負担額無料

・英検受験料無料化
・中学生語学研修（シンガポール）等



山江村 学校紹介

山江村立山田小学校

二つの小学校と一つの中学校

児童生徒数
山田小学校 ２０３人
万江小学校 ３４人
山江中学校 １２４人

（令和２年５月現在）



山江村ＩＣＴ教育１０年構想



山江村ＩＣＴ教育整備過程
■平成２３年度 電子黒板３台から研究スタート
■平成２４年度 普通学級電子黒板（電子黒板用ＰＣ）導入

教師用デジタル教科書（国、算、理）導入
タブレットＰＣ９５台導入、校務支援システム導入
教室等の無線ＬＡＮ環境整備
デジタルコンテンツ導入（探検ナビ、キューブキッズ）

■平成２５年度 特別支援・特別教室・体育館に電子黒板導入
タブレットＰＣ１７５台導入
デジタルコンテンツ導入（コラボノート、ｅライブラリ）
ＩＣＴ支援員（業者）２６年度まで

■平成２６年度 校外学習用タブレット（ｉｐａｄ）３０台
デジタルコンテンツ（ｽｶｲﾒﾆｭｰ、デジタルドリル）

■平成２７年度 タブレットＰＣ９０台、校外学習用タブレット（ｉｐａｄ）
１０台導入、児童用生徒用デジタル教科書等
ＩＣＴ支援員配備１名（村費職員） 各学校１名配置

■平成２８年度 タブレットＰＣ１０台、ｉｐａｄ４５台導入、ＩＣＴ支援員
■平成２９年度 タブレットＰＣ１７５台導入、教室用ノートＰＣ２０台導入
■平成３０年度 電子黒板 １０台入れ替え
■令和元年度 ｉｐａｄ４０台導入（山江中）、タブレットＰＣ９０台入れ替え
(平成31年度) テレビ会議システムの導入

プログラミング教材導入トライアル（ＤＮＰ、ロボホン）
中学校英語ドリル教材導入（テラトーク）

■令和２年度 ＬＡＮ整備更新（GIGAスクール補助）
タブレットＰＣ新規導入（GIGAスクール補助）
プログラミング教材導入（ＤＮＰ、ロボホン）
小学校英語ドリル教材トライアル導入（テラトーク）



現在の山江村ＩＣＴ機器整備状況

■校務用ＰＣ 教員１人１台（シンクライアント）
■タブレットＰＣ及びｉｐａｄ
小学校 全学年・・１人１台活用、 中学校 全学年・・１人１台活用

（一人当たり１．５台の環境）
■電子黒板 全教室に配備（パソコンとセットで）７０型
■実物投影機 全教室に配備
■無線ＬＡＮの整備 全教室及び体育館（各教室２か所設置）
■教師用デジタル教科書 小学校 全学年・・国算理社

中学校 全学年・・国社数理英
■各種コンテンツ多数 学習ドリル、学習支援コンテンツ等
■校務支援システム（通知表、指導要録、出席簿等）
■熊本県校務支援システム（出張、年休等）
■ＩＣＴ支援員の配備 ３名（各小中学校常駐）
■Ｗｅｂ会議システムの整備

計画的導入により、教員の指導力の向上、子どもた
ちの学力の向上につながった。



電子黒板

６０型・７０型

単焦点型
プロジェクター



無線ＬＡＮの整備

教室に２カ所は
必要



タブレットＰＣ、ｉＰａｄ

保 管 庫



ＩＣＴ活用コンテンツ等



統合型校務支援システムの導入
（通知表、学習指導要録等のデジタル化）



タブレット端末活用（主体的・対話的な学び）

３年理科
観察記録をもとに、教室内
での考察・まとめ

４年社会科
ポスターセッション（自作プ
レゼン）を行い、感想交流



タブレット端末活用（主体的・対話的な学び）

中学校における
協働的学び
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プログラミング教育の試行

○コンピューターに意図した処理を行うよう指示することが
できるということの体験、プログラミング的思考の育成

人型ロボットを活用した
プログラミング教育

スクラッチを使った
プログラミング教育

外部の支援（企業とのタイアップ）が必要



人型ロボットを使ったプログラミング教育



ＡＩを活用した英語教材（テラトーク）

様々な場面で生きた、使
える英会話が学べる 授業の単元復習とし

て活用



長野県喬木第二小学校との遠隔交流活動（山田小６年生）



・学校の情報化は、国、地方公共団体、学校設置
者の責務

・未来投資戦略２０１９ 「１人１台の端末整備」

・市町村学校教育情報化計画の作成
※ ２０１８年～２０２２年 単年度１８０５億円 地方交付税措置

文部科学省
「学校教育の情報化の推進に関する法律」

（２０１９年６月）

多様な子供たちを「誰一人取り残すことなのない、公正に個別最適化された学び」の実現



（10月10日、萩生田大臣答弁）
・平成の時代は、パソコンやタブレットは学校にあったらいいな
・令和時代はなくてはならない教材

（11月13日）安倍総理大臣答弁）
・パソコン一人当たり1台となることが当然・・・国家意思

教師・教育現場によるＩＣＴ活用が加速
「端末」「通信ネットワーク」「クラウド」のセットで

※補正予算 2318億円

一人一台学習者用端末は令和のスタンダード
学びのＩＣＴ活用が当たり前の社会に

ＧＩＧＡスクール構想





・ネットワーク整備
１００ＭＢの校内無線ラン（現在）

１ＧＢの校内無線ランへ
工事費 ２３００万（３校）

本村におけるＧＩＧＡスクール構想（１）

高速大容量の通信ネットワークで、多様
な子供たちを誰一人取り残すことなく、個
別最適化された教育を推進する



・端末整備（タブレットＰＣ）
小学校５，６年、中学校１年生を対象
児童生徒数の３分の２台整備

タブレットＰＣ８８台導入、費用１３００万円
来年度、１７５台導入予定

本村におけるＧＩＧＡスクール構想（２）

本村は平成２３年度からの計画的整備に
より、活用の面からこれまでと同程度の
タブレットＰＣを配備する。



新型コロナウイルスによる臨時休校への対応（１）
ケーブルテレビを活用した「おうち学校」の実践



「おうち学校」時間割

１コマ２０分の授業を一日６コマ、３週間にわたって実施



新型コロナウイルスによる臨時休校への対応（２）
オンライン授業の実践

英
語
科

数
学
科

理
科

学習の機会の提供と規則正しい生活
・休校期間中でも、学力の保障
・子どもたちの健康状況の把握
・規則正しい生活の維持
朝きちんと起きて、制服（中学校）に
着替え、授業を受ける習慣を養う

学校再開へ向けてのスムーズな移行

小学校４５分、中学校５０分の午前中３コマ



新型コロナウイルスによる臨時休校への対応（２）
オンライン授業の実践の実践



成果と課題

成果

■機器整備を計画的に行っていたため、GIGAスクール構想

（無線ラン、機器）にも早めに対応してすることができた。

■一人１台のタブレットＰＣを配備していたためオンライン授業

にスムーズに移行できた。

■保護者・地域からの信頼が深まった（オンライン授業等）

課題

■ＧＩＧＡスクールにおけるタブレットＰＣについては、国の規定

が安いため、以前から整備していたタブレットＰＣとの値段の

格差があり、市町村の負担が大きくなる。（共同調達）

■家庭のｗｉ-ｆｉ環境に差があれば、オンライン授業やタブレッ

トＰＣを持ち帰っての課題学習に支障をきたす。（必要性の再

認識）


